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和文要約  

本研究は、新しいインターネット技術やサービスに対して敏感に反応し、それらを日々の生

活に取り込んでライフスタイルを構築する Live Digital と呼ばれる人々が、インターネット上のク

チコミ（Virtual WOM）を参考に購買行動を行なう際、Virtual WOMの情報をどのように判断し、

購買態度に結びつけているのかをアンケート調査より定量的に分析し、Virtual WOM マーケ

ティングへの示唆を得ることを目的とする。 

近年、ブログやクチコミサイトなど、消費者からの情報発信により増大し続ける Virtual WOM 

は企業のマーケティングにとっても無視できない状況となっている。 

Virtual WOM に関する先行研究では、消費者が購買行動を検討する際、Virtual WOM の

意見の内容自体（以降、「意見」）についての比較と、当該意見内容に関連し、かつ他者と自

己とに共通する何らかの属性（以降、「属性」）においての比較をするための情報受信が有用

であることが指摘されてきた。本研究ではインターネット上でのコミュニケーション意識が強い

Live Digital を対象とした場合、購買行動を検討する際に、Virtual WOM からの情報受信と

同時に、購買後の情報発信として「印象管理（自己の印象を他者に対して都合の良い方向へ

操作する社会的なスキル）」も意識されており、購買態度に影響を与える要因となっているので

はないかと仮説を立て、アンケート調査より共分散構造解析を行なった。 

分析の結果、インターネット上のクチコミを参考にした Live Digital の購買行動に影響を与

える要因とし「属性」と「意見」の情報受信に加え、「印象管理」を行なう為の情報発信も有効

であることが確認された。 
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本研究の結果、企業は Live Digital にとって、印象管理に有利な手段を提供する事により、

製品やサービスに対しての Virtual WOM がインターネット上に増幅し、さらにその Virtual 

WOM を受信した Live Digital がまた印象管理の為に製品を購買し情報発信を行う循環が生

まれる可能性が示唆された。  
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Abstract 

Live Digital are native speakers of new internet technology and services who are using 

them in their day-to-day lives. The purpose of this research is to facilitate development of 

Virtual WOM, word-of-mouth, marketing by performing a quantitative analysis of virtual 

WOM influence on buying behavior of Live Digitals. 

 

Today, nearly 15 years after the start of Internet service in Japan, Live Digitals are 

becoming dominant in the commercial market. Live Digitals form their consumer behavior 
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through reaching various information online, influence others through blog and receive 

responses from other bloggers and readers online. 

 

To investigate the factors that influence the consumer behavior of Live Digitals, the 

research has focused primarily on the importance of impression management, the social skills 

with which people control the perception of their own image. While precedent studies 

indicate that the influence of the attributes and opinion of senders of virtual WOM on 

consumer behavior, I have set a hypothesis that impression management after product 

purchase also influences virtual WOM. Covariance structure analysis was conducted to test 

the hypothesis which was supported. 

 

Key findings from the research are that proper impression management for Live Digital 

amplifies Virtual WOM on products and services, and that those Live Digitals who receive 

Virtual WOM will potentially provide information online for their own impression 

management. These two phenomena are repeated, for a cyclic influence between impression 

management and virtual WOM of Live Digitals. 
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はじめに  

「帰宅なう。1」 このようなつぶやきが現在も Twitter2に多く投稿されている。情報生成時点

でデジタル媒体のみを想定して生まれた情報は「Born Digital」と呼ばれ、今世紀に入り圧倒

的に多くなってきている（喜連川、豊田、田村、鍛冶、2008）。インターネットに投稿される情報

は、目的も対象者も時間も文字量も意味も様々であり、それぞれの文脈を作りながらコミュニケ

ーションの手段として現在も増加し続けている。 

インターネットに投稿される情報が、購買行動の意思決定の補助的役割を担うという文脈に

おいて、消費者はどのようにインターネットに投稿される情報と接しているのか。 

本研究では、筆者自身のウェブマーケティングの経験、および先行研究のレビューを通じて、

インターネットに投稿される情報を購買前の単なる商品に対する情報収集の目的としてだけで

はなく、購買後の情報発信で自身の印象管理3を行う目的をも視野に入れて情報と接している

消費者層がいるのではないかと考え、インターネットに精通する消費者の購買行動におけるイ

ンターネット上の情報探索と印象管理の関連について論じることとした。 

 

 

                                                
1 「現在、帰宅しました」の意味。日本においての Twitter では、「なう」＝「Now」として、現在何をしているか、どこ
にいるかを省略し投稿している。 
2 Twitter（ツイッター）は、個々のユーザーが「キーワードを含んだつぶやき」を投稿することで、キーワード検索に
よりコミュニティが自然発生するコミュニケーション・サービス。 Obvious社（現在の Twitter社）が開発し、2006年 7
月にサービスを始めた。日本語版「Twitter Japan」は 2008 年 4 月から開始されている。（Wikipedia、2009 年 9 月
19 日検索） 
3 印象管理（Impression Management）とは、特定の人間（自己、他者）、組織（企業など）、事象に対して他者が
抱く印象を操作ないし制御しようとする目標志向的行動（安藤、1999）。 
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第１章  序論  

１.１ 研究の背景  

１.１.１ インターネット登場による消費者主導社会  

日本では 1995 年に一般向けインターネットが登場し、消費者は今までと比べものにならな

いほど、大きな自由を手に入れた。インターネットが普及する以前は、図  1 で示すように消費

者が収集できる情報は、マス広告経由で一方的に提供される企業にとって都合の良いものば

かりで、企業にとって都合の悪い情報が伝わることは無かった（塩崎、2007）。 

しかし、インターネットの浸透により、消費者の行動が大きく変化してきた。従来の「４マス」と

呼ばれたマスメディア広告「テレビ」「ラジオ」「新聞」「雑誌」などの効果が下がり、商品広告を

単に４マスで配信すれば良いだけの従来型のマーケティング・コミュニケーション活動だけで良

い状況では無くなってきた。 

このような状況下で企業はインターネットの広告に様々な方法で取り組んできた。当初は、

雑誌広告と同じように、閲覧者数が多いホームページに対して、バナー広告を表示させ、ユー

ザーを自社のサイトに流入させた。その後、検索エンジンが高度化しロボット型検索が盛んに

なると、ユーザーの検索したキーワードを分析し即座に内容の近しい広告を表示する「検索連

動広告」が盛んとなった。さらに現在は、インターネットユーザーの検索履歴やサイトの閲覧履

歴を基に広告を表示する「行動ターゲティング広告」などが導入され、ユーザーは知らず知ら

ずの間に、自身の行動（インターネットでの検索、閲覧、メール）履歴から自身の興味に近い

情報（広告）を目にしている。 

さらに、今日では、消費者は、様々なサイトやホームページで、好きな情報を自由に手に入

れられるだけではなく、ブログや SNS、動画共有サイトなどによって主体的に情報を発信する

事が可能になった。つまり、今までのように、消費者がメディアに従属する関係ではなく、消費

者とメディアが対等、あるいは消費者がイニシアチブを握るような関係が生まれたのである（博

報堂、2007）。 
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出典：知的資産創造  2007 年 2 月号、「大衆化する「IT 消費」（2007）」より引用  

図  1 情報のやりとりにおける企業と消費者の関係  

 

１.１.２ 日本のクチコミマーケティング 

インターネット広告の変化とあわせて、消費者が商品に対しての情報発信を行うことも日常

的になってきた。商品に関してのものだけではないが、消費者による情報発信を測る指標とし

て、インターネット上で公開されている国内のブログサイト総数は 2008 年 1 月現在、約 1,690

万であり、記事総数は約 13億 5,000万件にも上る。1 ヶ月以内に 1回以上記事が更新されて

いる「アクティブなブログ」は 2 割弱の約 300 万となる。更新されなくなった既設ブログも多く確

認できたが、新たに開設されるブログ数は、近年毎月 40 万から 50 万程度で推移しており、個

人による活発な情報発信が根付いていることがわかる（総務省情報通信政策研究所、

2008）。 

ブログ以外にも、商品に対する消費者からの評判を集約するクチコミサイトの増加も著しい。

化粧品情報専門サイト「@cosme(アットコスメ)」は、月間訪問者数 270 万人であり、月間ペー

ジビューは 2 億以上、クチコミ投稿数は 700 万件を超えている4。また、家電やパソコンから不

                                                
4 株式会社アイスタイルのホームページ（http://www.istyle.co.jp/2009/07/10_4.html）より、2009 年 6 月現在。
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動産、保険まで、とさまざまな生活用品の価格をネットで比較して購入できる価格比較サイト

「カカクコム」は、図  2のとおり月間訪問者数が 1,900万人を超えており、そのサイトに投稿され

ている製品やサービスのクチコミ投稿数は 1,000 万件を超えている5。 

 

出典：フジサンケイビジネスアイホームページより引用  

図  2 「価格 .com」の月間アクセス者数  

このようにブログやクチコミサイトなど、消費者からの情報発信により増大し続ける Virtual 

WOM6（Word of Mouth）は企業のマーケティングにとっても無視できない状況となっている。 

 

 

１.１.３ Live Digital という消費者  

一方で、広告の受け手としての消費者にも変化が見られる。20 世紀末から今日にかけて、

パソコンや携帯電話といった情報機器の普及、インターネットや携帯電話サービスの多様化な

ど、私たちを取り巻くメディア環境および情報環境は劇的かつ急速な変容を遂げている。情報

技術の発展に伴い、私たちのコミュニケーションのあり方も、それ以前とは質的に大きな変容を

                                                                                                                                                   
2009 年 9 月 19 日検索。 
5 フジサンケイビジネスアイ（http://www.business-i.jp/news/sou-page/news/200908250052a.nwc）より、2009 年 8
月現在。2009 年 9 月 19 日検索。 
6 「Word of Mouth」=「クチコミ」とは噂のうち物事の評判などに関する事。大宅壮一の造語の一つ。マスコミとの対
比的に生まれた言葉であり、「口頭でのコミュニケーション」の略とみられる。基本的には世俗的な話題について用

いられる語であり、政治的な話題について用いられる世論とは区別される。（Wikipedia、2009 年 9 月 19 日検索） 
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みている（高橋、本田、寺島、2008）。インターネットの普及は、消費者のライフスタイルも変え

つつある。その変化の象徴的な事例として塩崎（2007）は、「ダブルウィンドウ」をあげている。ダ

ブルウィンドウ（2つのウィンドウ）とは、テレビとパソコン（もしくは、携帯電話）のことである。消費

者はテレビ番組を見ながら同時にインターネットも楽しみ、テレビ番組で紹介された情報をイン

ターネットで検索したり、それが欲しいと思ったらすぐにネットショップで購入したりする購買行

動をごく自然に取っている。 

さらに、現在では携帯電話の GPS を使い詳細な自分の位置と、写真や「つぶやき」「ひらめ

き」などの短文を頻繁に公開し続ける Twitter が流行するなど、今までであれば考えづらい行

為が一般的になっており、それらが購買行動にも影響を与えられることが十分に考えられる。 

インターネット技術の進歩と、企業の様々な新しいサービスに囲まれて生活してきた消費者

は、インターネット上の新技術や新サービスを自己の生活の一部に取り込み多様なライフスタ

イルに変化させている。このような消費者は、そのライフスタイルから Live Digital と呼ばれる。

Live Digital は、新しいインターネット技術やサービスに対して敏感に反応し、それらを日々の

生活に取り込んでライフスタイルを構築する。 

Live Digital は、今後マーケット層として重要な位置を占め、また、ライフスタイルや購買行

動が従来考えてきた消費者層と異なることを考慮すると、企業のマーケティングにおいて今後、

重要なテーマになることが考えられる。 

 

 

１.２ 研究の目的と意義  

これまでに、数多くのクチコミマーケティングの研究がなされてきた。本研究では、社会心理

学の観点でインターネット上の Virtual WOM マーケティング研究を行ってきた澁谷（2007）や

濱岡（2007）の研究内容を基軸としながらも、これらの研究では言及されてこなかった消費者

層の分析を加え、これまでの Virtual WOM マーケティング研究に補完的な役割として資する

ことを目的とする。具体的には、新しいインターネット技術やサービスを使いこなしライフスタイ
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ルの一部とする Live Digital を対象として、「Virtual WOM」がどのように購買行動に影響して

いるのかをアンケート調査より定量的に分析する。 

 

 

１.３ 論文の構成  

本論文は 5 つの章で構成される。 

第 2 章では、消費者のインターネット上の情報探索、および消費者としての Live Digital に

関して先行研究のレビューを行い、製品やサービスの購買検討をする過程で Virtual WOM

の情報がどのように消費者の購買行動に影響を与えていくと考えられているのかを考察する。

また、本研究で対象とする消費者として Live Digital の特性、特に印象管理についての先行

研究を整理する。 

第 3章では、先行研究レビューに基づきインターネット上のクチコミ情報を参考にして、購買

行動を検討する際の Live Digital の態度形成を「情報発信」「情報受信」「類同性認知」と「印

象管理」の関係から仮説として導出し、また、その仮説検証の方法について述べる。 

第 4 章では、因子分析、大規模ファイルクラスタ分析、共分散構造解析によるパス解析によ

り仮説検証を行う。 

第 5 章では、仮説検証から得られた結果に対する考察、理論的意味合い、実務への示唆

を論じ総括とする。 

なお、本研究では口頭でのコミュニケーションなどリアル環境で交わされている「WOM」や

「クチコミ」と呼ばれている表現は「クチコミ」として統一し、インターネットで交わされている

「WOM」や「クチコミ」や「バズ」を「Virtual WOM」として統一する。また、「消費者」や「生活者」

として呼ばれている表現は「消費者」として統一した 7表現を使う。「情報技術」や「 ICT

                                                
7 「消費者」とは、商品を消費し、使用する人間を指す。近代的な資本主義社会が誕生した 19 世紀末から消費
者概念が登場されたといわれている。消費者は人間の持つ一面しかとらえていないとして「生活者」という名称を

用いる識者もいる（日経広告研究所、2005）が、石川弘義・上村忠・穂苅亘（1994）によると、「生活者」という概念
は、マーケティングの世界にはすでに約 1974年頃、第一次石油ショック直後から導入されており、決して新しい言
葉ではない。だが当時、「生活者」はあるべき姿＝”理念型”であっても現実そのものではなかった。やはり受動的
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（Information and Communication Technology）」や「IT（Information Technology）」と呼ばれ

ている表現は「ICT」として表現を統一する。 

 

第２章  先行研究  

宮田・池田・金・繁桝・小林（2008）によると、インターネットの登場以前は、商品やサービス

に対する評判を知るためのクチコミが、友人や知人など個々の繋がりがかなり限定された社会

ネットワーク上にしか無かった。しかし、インターネットの登場により、個人はブログやクチコミサ

イトなどの CGM (Consumer Generated Media)を利用し、個々人の意見や経験や感想や知識

などインターネット上に蓄積された「見知らぬ個人」の Virtual WOM を参考に、マスメディアの

情報と併せて検討していく事が可能になった。そして、購買後でも他の人々とその商品につい

て語り、情報を共有することで、その購買の正当性を認識するようになった。 

 

本稿ではインターネットに投稿されるクチコミ（以降、Virtual WOM）情報を購買

前の単なる商品に対する情報収集の目的だけではなく、購買後の情報発信で自身の印

象管理を行う目的も視野に入れて情報と接している消費者層がいるのではないかと

いう問題意識のもと、消費者購買モデルや態度形成の視点での Virtual WOM に関する研

究、前述の消費者層として想定される新しいインターネット技術やサービスを使いこなしライフ

スタイルの一部とする Live Digital に関する研究、Virtual WOM と Live Digital を繋ぐキーワ

ードとして「印象管理」に関する先行研究のレビューを行う。  

 

 

２.１ Virtual WOM 

インターネットには様々な情報が蓄積されている。情報の一つとして、個人が自身のブログ

                                                                                                                                                   
な「消費者」としてとらえた方が、マーケティングの立場からは理解しやすかったとしており、本稿でも「消費者」とし

た。 
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で書き込む Virtual WOMや、プロフィールサイトや Twitter、Facebook8などに書き込む嗜好や

メモなど様々な情報の質とテキストの量（文字数）がある。それらを「Virtual WOM」として論じ、

さらに、Virtual WOM が蓄積される「クチコミサイト」、Virtual WOM と購買行動の関係を表す

AISAS モデルに関して論じる。 

 

Virtual WOM とは何か。安藤（2004）はクチコミの定義を「消費者の社会ネットワークの中で

の発生し、受け手が非商業的と認める相手との、ブランドや製品やサービスに関する非公式な

コミュニケーション」とした。これは、クチコミ発信者が、クチコミ受信者のその後の行動から何も

得るもの（金銭などの便益）はなく、広告キャンペーンのような公的に組織化された情報源とは

性質が異なり、実際の購買意思決定に際して、そういった情報を人は信頼することから成立し

ている。 

発信者の利害関係以外にも、Virtual WOM としてインターネットに蓄積される文章の性質

にも注目できる。企業による広告は自社製品の利点のみを伝えるのに対して、Virtual WOM

については実際に使ってみた不満など、企業や製品についてネガティブな情報も含まれる。こ

のことが Virtual WOM が最重視されている理由の一つである。また、Virtual WOM 発生の理

由（表  1）として、多量の情報の中から選んだ情報を Virtual WOM発信者が提供してくれる可

能性が高く、わからない言葉などがあればネット上に質問する事で、わかりやすい言葉で説明

してくれる可能性もあり、消費者にとっては利用しやすい情報源なのである（濱岡、2007）。 

次に Virtual WOM が蓄積され、製品・サービスに関して多くの消費者が参考にするインタ

ーネット上の情報源としてネット・コミュニティであるクチコミサイトを説明する。 

クチコミサイトとは、インターネット上に蓄積される Virtual WOM が消費者の購買意思決定

や、製品に対する態度形成に大きな影響を及ぼしていることに企業などが着目して、実際に

消費者によって発信された特定の製品やサービスに関する膨大なクチコミ情報を集積し公開

                                                
8 Facebook は、Facebook, Inc. の提供する SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）である。元々はアメリカ
合衆国の学生向けに作られ、当初は学生のみに限定していたが、2006年 9月 26日以降は一般にも開放された。
（Wikipedia、2009 年 9 月 23 日検索） 
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する Web サイトである（澁谷、2007a）。また、クチコミサイトの登場によって、顧客と企業とのコミ

ュニケーションが可能となり、購買後に起こった認知的不協和を減少させ、顧客のロイヤリティ

を獲得するという重要な意味をもつことになる。実際に体験した消費者が投稿者となってその

商品に関する感想や意見などをインターネット上の掲示板に書き込み、それを見た閲覧者が

商品購入やサービス利用などの判断材料に使うのである。このとき閲覧者は消費者であれば

その利用の仕方によって「不協和」を減ずることになる。また企業の研究開発者であれば商品

の開発・改良に活かせることになる（岡本、2008）。 
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表  1 クチコミを生じさせ、広める方法とその例  

 
出典：AD STUDIES Vol.20 2007 「バズマーケティングの展開」より引用  

 

では、Virtual WOM はどのように購買行動に影響を与えているのか。Virtual WOM と購買

行動の関係を説明するモデルとして購買行動モデル「AISAS」がある。AISAS（図  3）はインタ

ーネットの普及が進展した現在では、一般的な消費者にもあてはまる消費行動モデルとして

広く市民権を得ている（森岡、2007）。 
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出典：AD STUDIES Vol.20 2007 「CGM と WOM マーケティングの現状と今後の方向性」より引用  

図  3 AISAS モデル  

 

森岡（2007）によると、AISAS の特徴としては２つの「S」、Search（ネットで検索する）と Share

（ネットに感想などを書き込み情報共有する）が挙げられるが、これはインターネットが実現した

消費行動であり、消費者の CGM への書き込みが Share され、他の消費者によって Search さ

れることによって Virtual WOM が発生することを説明する。Action（購買に関わる行動をする）

への影響力が大きいことから企業が注目するようになった。話題性の高いテーマの場合、この

ループが繰り返されることによって CGMが増幅され Virtual WOMがインターネット上に増加し

ていく。 

一般的に購買意思決定プロセスは①問題認識、②情報探索、③選択肢の評価、④購買、

⑤再評価の順で行われる（新倉、2005）。消費者がクチコミを探索するのは、②の情報探索段

階である。情報探索は内部探索と外部探索に分けられ、前者は既に持つ知識の記憶域にお

ける探索を指し、後者は内部探索で不足している知識を得るために行われる（鈴木、2008）。

澁谷（2006）によると、クチコミに対する外部探索は「対個人意見接触」と「対複数意見接触」

に分けられ、前者が 1 つのクチコミに対する探索であり、後者がクチコミサイトなどのネット・コミ

ュニティにおいて同時的に複数の意見に接する場合の探索である。ネット・コミュニティは、当

該製品に関する巨大な Virtual WOM の集積であると考えられる。そこには、その製品に関す

る豊富な知識や経験を有する消費者から、当該製品を認知して間もない消費者に至る多用

な参加者が存在する（澁谷、2004c）。 

インターネットが無かった時代のパーソナルコミュニケーションは、消費者がいま関心を持っ

ている製品・サービスに関してクチコミ情報を参照しようと思っても、せいぜい周囲の友人・知
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人に該当製品をすでに購入した人がいないかどうか訊いてみるなどの方法しかなかった。この

ような限界が従来までのクチコミのマーケティングにおける効果や重要性を限定的なものにと

どめていた。しかし、インターネット上の膨大なクチコミ情報を消費者が容易に検索・収集でき

るようになった今日、このような事情は大きく変わりつつある。クチコミ情報はここ数年でネット上

に大量蓄積され、網羅性や検索性を備えたことによって社会的文脈依存性という限界を克服

し、その結果、従来とは比較にならないほどの強力な影響力を消費者行動全般に及ぼし始め

（澁谷、2007b）様々な研究がされている。 

 

 

２.２ Virtual WOM に対する購買態度形成  

企業や家庭の中にあるパソコンや、モバイルメディアである携帯電話からアクセスできるイン

ターネットは、私たちの手を至る所に届くことを可能にした（高橋、2007）。 

宮田（2006）よると、この ICT の発展による消費者を取り巻く環境の変化は、対人コミュニケ

ーションにも大きな変化を与えている。消費者が何らかの製品やサービスを消費しようとする前

段階では、前述の通り情報収集をインターネットでも行う。消費者はインターネットに存在する

Virtual WOM を基に、消費自体には半関与状態でありながら、商品について語り、考え、商

品を評価する文脈を形作っている。つまり、消費者は孤立して存在し広告によってその認知

や態度を変容させるだけの存在ではなく、マスメディアから情報（広告や評価情報としての記

事や番組）を得つつも他者に囲まれる中で「何が良い商品なのか」「何を買うべきであるのか」

を決定していく特徴が現代の消費者に見受けられる。 

インターネットの中の情報特性には、マスメディア的なメディア特性とパーソナルメディア的

なメディア特性とが共存しており（澁谷、2007a）、消費者の購買段階毎に使い分けられている。

マスコミュニケーション（広告）は認知段階、パーソナルコミュニケーションは最終的な意思決定

段階にそれぞれ強い影響を与えている。新製品など事前の態度が形成されていない場合、関

与が高い場合、不確定性が高い場合などにはパーソナルコミュニケーションの効果がより強く
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なり（濱岡、1993）インターネット情報は消費者の購買段階毎に多くの影響を与えてきた。 

消費者の購買行動に変化を与えるクチコミには、商品に対して好意的な正のクチコミと、非

好意的な負のクチコミ、どちらにも分類されない中立的なクチコミに大別される。好意的な正の

情報と比較して非好意的な負の情報の与える影響の方が大きい。ただし、事前の態度が形成

されている場合には影響は小さくなる。また、あまりにも極端な情報については、情報そのもの

の信頼性が損なわれるため効果は低減する（濱岡、1993）。さらに、クチコミの発信源によって

も、確信度への影響は大きく違う9。基本的に受信者から見て信頼のおける友人・知人から伝

えられた情報は、特定の製品やサービスの作り手や売り手によって販売目的で伝達される広

告メッセージよりも、その情報の発信者に対する信頼性がはるかに高かったのである。そのた

め広告で製品の良さをいくら連呼されても信用しない消費者も、当該製品を好意的に評価す

るクチコミ情報を友人・知人から受け取ると、大きくこれに影響を受けた。クチコミの相手は社会

構造に規定された友人などであり、信頼性の高い情報を提供してくれる者を情報源として選

択することが可能である。このため、結果として得られた情報信頼性も高くなり、意思決定に与

える影響も大きい（濱岡、1993）。つまりクチコミ情報においては、図  4 で示すように情報の発

信者に対する信頼性が情報内容の信憑性に結びついており、このことが消費者購買意思決

定に対するクチコミ情報の大きな影響力をもたらしていたのである（澁谷、2007b）。 

 

 

                                                
9 消費者は「関係」によって社会構造を形成している。クチコミなどのパーソナルコミュニケーションの流れは、この
社会的な構造に規定される。強い関係であるほど、意思決定への影響力も大きい。また、同一の消費者であって

も、相手との関係によって、話し手ともなる場合もあれば、受け手となる場合もある（濱岡、1993）。 
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出典：AD STUDIES Vol.20 2007 「ネット上の消費者情報探索とネット・クチコミのマーケティング利用」より引用  

図  4 商品購入時に重視する情報  

 

メディアと人々の関わり方は、ある特定のメディアに「接触（exposure）」や「視聴（viewing）」、

「利用（use）」などある特定の関わり方に限定されて論じられてきたが、今日の多メディア環境

におけるメデ ィア と人間 との複雑な関係を理解する必要性から 「エンゲージメン ト

（engagement）」という言葉が用いられるようになった（高橋、2007）。 

高橋他（2008）の調査では、エンゲージメントとして、クロスメディア参加、心理的関与、情報

探索行動、写真による経験の記録と共有、クーポン利用による消費行動という 5次元が得られ

た。デジタル社会において若者はマスメディアの単なる受け手ではなく、他のメディアとクロスさ

せながら、テレビやインターネットなどの情報を確認したり、社会参加したりしている。エンゲー

ジメントの観点からは、インターネットを利用して多くの情報に対して、簡単に検索して参照で

きる手段を得た消費者に、企業がお金を投じて得られる「マスメディアを利用した広告」で企業

にとって都合の良い情報を発信するだけでは良質な関係は構築できなくなって来ている。イン

ターネットの登場により消費者と企業の関係が大きく変化した現在では、企業が一方的に情

報を発信するのでは無く、消費者が共感や依存関係を持ち、さらには企業のファンになるよう



TETSUYA AKAHORI 

18 / 99 
 

な関係構築（エンゲージメント）が必要になってきていると考えられる。その事により、企業に対

して有益な Virtual WOM の発生などが期待でき、その Virtual WOM を閲覧した他の消費者

が、その Virtual WOM に検索して辿り着き、企業を評価する循環が生まれるコミュニケーショ

ンの時代となった。 

 

クチコミ研究の中で、クチコミ受信者に大きく影響を与え、クチコミの内容に対して確信度を

向上させる要因として、クチコミ発信者とクチコミ受信者を比較する行動が研究されてきた。 

Festinger（1954）の提唱する社会的比較過程理論とは、人間は自分の意見（opinion）や能

力（ability）を評価しようとする動因が存在することを基本仮説としている。自己の意見や能力

の評価が不安定な場合に、他者の能力や意見と比較することで自分を評価するとしている。さ

らに自分と同等の人が比較の対象として選択されることが多いとしている。 

消費者は社会的な関係からの情報伝達もしくは、主観的な信念の形成という形で、社会か

らの影響を受けながら、態度形成、意思決定を行う。また、顕示型の商品などの消費、所有を

通じて、私的効用と社会的効用を得る。つまり、消費者の意思決定過程、効用関数は個人的

に決定されるのではなく、周囲の消費者、社会からも影響を受ける（濱岡、1993）。インターネ

ット上に蓄積されている Virtual WOM の「比較」は交友関係がなくとも、比較対象である他者

を見るだけで行うことが可能であるため、閲覧のみによる一方向の影響伝播であるインターネ

ット上の Virtual WOM に適用可能である（澁谷、2007a）。 

Goethals and George R（1972）の提唱する二層比較では、一般に人が意見に関して他者と

自己との比較を行う際には、①表明された意見の内容自体についての比較と、②当該意見内

容に関連し、かつ他者と自己とに共通する何らかの属性においての比較、という２つの異なる

レベルにおいて比較を行うとしている。また「意見」を「客観的な事実に関する判断」と「主観的

な好き・嫌いに関する判断」とに識別し、前者を「信念」、後者を「価値」と呼び、両者における

確信増大のプロセスを識別した。信念の確証プロセスにおいては、その内容に関連する属性

において類似性を有する他者との間で意見の一致性を認知した場合、その結果は当該他者
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との類似性の存在ゆえに割り引かれると Goethals らは主張した。なぜならその意見一致は、関

連属性における類似性を有する、すなわち似た者同士の間でしか通用しない客観性を欠いた

意見であるかもしれないからである。一方この逆に、関連属性において非類似な他者との間に

意見内容の一致性を認知した場合には、その結果は当該他者との間の類似性の欠如のゆえ

に、より広い一般的な意味での妥当性を推測できるため、割増して考えることができるとした。

これに対して好き・嫌いに関する意見を Goethals らは「価値」と呼んだが、この価値の確証に

おいては、信念とは対照的なプロセスをとるとした。価値の評価においては、その価値内容の

関連属性において類似性を有する他者と意見一致した場合、当該価値に対する確信度は類

似性の存在ゆえに割増しされるとした。その逆に、当該価値内容の関連属性において非類似

な他者との意見一致を認知した場合には、非類似性のゆえに確信は低下すると主張した。こ

のような関連属性における類似性をもつ他者によって発信されたクチコミ情報に接した消費者

は、そのような発信者の属性情報を含まないクチコミ情報に接した場合よりも、有意に強く好意

度や購買意図を形成することが示されている（澁谷、2007a）。 

このような消費者間でのクチコミ伝播は、インターネットが登場した事や ICT の発展による特

別な事象ではなく、インターネットが無かった時代から、消費者は購買対象の製品やサービス

に対しての自己の関与度合いや能力に応じて、情報処理方法を変化させていきながら、情報

探索を行ってきた。その消費者の意思決定を研究する消費者行動研究では、1980 年代に注

目を集めるようになった精緻化見込モデルがある（澁谷、2004b）。 

精緻化見込モデルとは、消費者にとってモチベーションや製品などへの知識が高い場合、

論理的に商品を評価する中心的ルート（認知的処理）を行い、モチベーションや製品などへ

の知識が少ない場合、イメージやインスピレーションなどの感情要因で商品を評価する周辺的

ルート（感情的処理）がある。 

澁谷（2004b）は、周辺的ルートの態度形成プロセスに定位されるものとして、クチコミ発信者

の属性に類同性を見られた場合に意見確信が補強され、客観的で正解が存在する信念条

件に関する意見形成プロセスは中心的ルートに定位させる、関連属性仮説を提唱している
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（図  5）。 

 

 

出典：新潟大学経済学年報第 28 号  

 「態度モデルにおける社会的比較過程理論の位置つけに関する予備的考察」より引用  

図  5 関連属性仮説と多属性態度  

 

他者との意見の一致性が当該他者との類同性に帰属されるときに意見確信が補強されると

いう価値条件における態度形成プロセスは、「好き－嫌い」といった全般的・感情的態度に結

びつくものである。関連属性仮説の価値条件における意見形成プロセスは、精緻化見込モデ

ルにおける周辺的態度形成ルートに、また信念条件の意見形成プロセスは、中心的態度形

成ルートに、それぞれ定位されることができる。他者との意見比較を通じて意見の一致性が類

同性に帰属される際に価値の確信が増大するという、関連属性仮説における価値条件の側

のプロセスが、精緻化見込モデルにおける周辺的ルートを介したホリスティックな消費者の態

度形成メカニズムの 1 つとして位置づけることができる（渋谷、2004b）。 

Virtual WOM をマーケティングに活用しようと考える企業やマーケターは、ネット上にユーザ

ーのクチコミ情報を単に蓄積するだけでなく、少なくともそれらクチコミ情報の発信者である

個々の消費者の属性情報に関して、その収集の仕方、ネット上での提示の仕方など、さまざま
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な面から注意を払う必要がある。Virtual WOM 情報の発信者に関して消費者が知りたい属性

には、類似性、専門性、および中立性の 3 つをあげる事ができる。一般に複雑性が高い製品

や専門性が高いサービスなどに関するクチコミ情報に対しては、消費者は自身との類似性より

も、当該製品・サービスに関してより豊富な知識や経験を有する者によって発信されたクチコミ

情報を信頼する（澁谷、2007b）。 

経験属性の評価・判断においては、上に述べたクチコミ情報の発信者と閲覧者との類似性

が重要な役割を果たす。すなわち消費者が特定の製品やサービスの経験属性に関して情報

探索し評価する場面では、自分と類似した他の消費者によって発信されたクチコミ情報に強く

影響を受けるのである（澁谷、2006）。よって、クチコミ発信者の属性を公開し、受信者に比較

をする手段を与えることによって、クチコミへの確信度に大きく影響を与える事ができるのであ

る。 

消費者は、ネット上において購入者によって発信されたクチコミ情報を参照し、購入者の購

買後の意見や感想を自己へ投射することによって、自己の購買後の状況をアナロジー（類推）

によって推論すると捉える（澁谷、2007a）。アナロジーとは、ある状況を別の状況に置き換えて

理解することであり、知りたいことやよく知らないことを、よく知っていることに例えて考えることを

指す（鈴木、1996）。したがって、アナロジーによる問題解決とは、現在直面しているよく知らな

い状況における問題を解決するために、その問題に直接焦点を当てるのではなく、その問題

以外の情報を用いて解決しようとする試みである（澁谷、2007a）。 

このようなアナロジーによる推論の有用さは、そのアナロジーにおける写像の「完全さ」と関

連がある。すなわち、ターゲット・カテゴリーに関する情報が、ベース・カテゴリーに関する情報

より少ないとき（写像が不完全であるとき）に、後者から前者への投射が新たな推論を生み出

すのである（澁谷、2007a）。 

購入後の意見や感想という点において、ベース・カテゴリー（購入・発信者）とターゲット・カ

テゴリー（自己・閲覧者）との間に情報差がある。この差がアナロジーの不完全さに該当し、こ

の差分に関する情報がベースからターゲットへ投射されることによって推論が行われるというの
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である。その推論とは、先述のように、自分が当該製品・サービスを購入したらどのような感想

をもつのか、満足するのか、快適なのか、等を予測する事である。カテゴリー間の写像が完全

であれば、2つのカテゴリー間にはまったく情報差がなく、一方から他方へ投射されるべき情報

も存在しないため、アナロジーは行われない。しかし一方では、このようなカテゴリー間の情報

量の差による写像の不完全さは、それが大きくなればなるほど、両カテゴリー間の類似性の認

知を弱めるため、そのアナロジー自体に対する確信を弱める。つまり写像の完全さと推論の有

用さとは、トレードオフの関係にある（澁谷、2007a）。 

 

 

出典：JAPAN MARKETING JOURNAL 104 

 「ネット上のクチコミ情報を介した消費者間の影響伝播のメカニズム」より引用  

図  6 ネット上の帰納推論  

 

上記図  6 のように、ネット上で発信者によって投稿された感想や意見を閲覧している消費

者は、発信者と自己との間でアナロジーによる帰納推論を行うことによって、当該製品・サービ

スを購入した際の自己の感想や意見を予想し、このことを通じてその製品やサービスについて

の態度形成や購買意思決定を行おうとしていることが考えることができる（澁谷、2007a）。 

 

 

２.３ Live Digital 

ICT の日常生活への浸透により、消費者の行動に変化が生じ始めている。ICT機器への操
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作スキルはもちろん、その利便性から得られる情報到達性が、消費者の行動を判断する為の

価値観にも大きな影響を及ぼしている。「NRI消費者 1万人アンケート調査」によると、インター

ネット上の情報に対する信頼性は、2003 年から 2006 年にかけ、30.5%から 33.1%に高まって

いる（図  7）。このうち特に注目すべきは年代別の内訳である。 

 

 

出典：知的資産創造  2007 年 2 月号、「大衆化する「IT 消費」」より引用  

図  7 インターネット上の情報を信頼している人の割合  

 

20 代や 30 代の層では、この 3 年間でインターネットに対する信頼性はほとんど変わってい

ないが、50 代や 60 代のシニア層では信頼性が向上している。シニア層の場合、信頼している

絶対値がもともと低く、ここ 3年間で高まりつつあるといえるだろう。20代、30代の場合、以前か

らインターネットを使いこなしていたため、情報をうまく取捨選択でき、信頼できる情報だけを選

ぶスキルを持っていた。一方、シニア層は、インターネットを使いこなすことができなかったため、

情報に対する信頼性が低かった（塩崎、2007）。 
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高橋他（2008）は世代軸（デジタル世代 Born Digital と非デジタル世代 Non-Born Digital）

とデジタル・ライフスタイル軸（デジタル実践者  Live Digital と非デジタル実践者 Non-Live 

Digital）によって、現代を生きる人たちを 4 つに分類した（表  2）。 

 

表  2 世代とデジタル利用による 4 分類  

 

出典：応用社会学研究 50、2008  

「デジタル・ネイティヴとオーディエンス・エンゲージメントに関する一考察」より引用  

 

Digital Natives とは、パソコンや携帯電話などの情報機器や通信機器を日常的に利用し、

高度なメディア・リテラシーを習得しながら、社会化の過程を経た若年層世代を意味する。

Digital Strangers とは、高度情報化が実現された社会に生まれながら、日常生活において、パ

ソコンや携帯電話などの情報機器や通信機器を利用することなく生活してきた若年層世代を

指す。その他若年層以外にも、高度なメディア・リテラシーを習得し、日常的にそのような能力

を活かした生活を送っている Digital Settlers である。幼少期から家庭や学校などでパソコンや

携帯電話などの情報機器や通信機器に接触しながら育ったわけではないが、ある程度の社

会化の過程を経たあとにデジタル世界に入り、高度なメディア・リテラシーを習得し、日常的に

そのような能力を生かした実践をしている者を指す。Digital Immigrants とは、これまでの生活

のなかで、デジタル世界を経験することがなかった人たちを意味する（高橋他、2008）。Digital 

Natives は、親や教師に聞くことなく携帯電話を駆使して必要な情報を自ら集め、大人たちが

携帯電話のリテラシーに対して議論している間にも、どんどん「マイ・ワールド」を拡張させてい

く。その結果、ネット知識も能力も平均的な大人をはるかに上回ると共に、彼らが感じるリアリテ
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ィと大人世界の現実とのギャップも、次第に大きくなっている。さらに彼らは、「プロフで自己紹

介」「ブログで自己中継」「アバターで自己投影」という流れで、かつては考えられなかったほど

多様な自己表現のスキルを磨くことができる（上條、2009）。 

しかし、現代の高度情報化社会を生きるすべての人たちが、以上のような環境変化の影響

を一様に受けているわけではない。本人の年齢、学歴、階級、文化資本、親の学歴・職業とい

った独立変数によって、新しい情報技術へのアクセシビリティや適応力、自己呈示や他者との

相互作用のあり方は異なるとしている（高橋他、2008）。 

デジタルスキルの高い Live Digital のコミュニケーションの例として、携帯メールで商品やサ

ービスに関する Virtual WOM を伝える人は 4 割であるが、パソコンメールに比べて、伝える情

報量は非常に多くはないが、他者から尋ねられアドバイスとして利用される傾向があると自己

認識している。また、家族や友人のクチコミから情報を得ながら携帯メールで発信をする相互

作用が見られ、既存の他者との強いソーシャル・ネットワークの中で Virtual WOM を発信して

いる可能性がある。また、モバイルである点を生かして、社内広告などの屋外の情報を取り入

れ、それを携帯メールで伝えている。さらに、Virtual WOM 自体を楽しんでいる。ただ、これら

の人々は商品知識が多いわけではなく、女性や若い人が多いという特徴がある（宮田、

2006）。 

更に特徴的な点として、パソコンや携帯電話のリアルタイム性を活かし、親しい相手に対し

て、自らのアクセス可能性を示し続け、まるで、相手のそばに寄り添っているかのような、仮想

的にではあるが身体的に密着した少数の親密な集団を作り出している（天笠、鈴木、山崎、大

倉、2008）。 

高橋他（2008）は、Live Digital の近似的な指標として、インターネット・リテラシー尺度を定

義した。使用する質問項目はインターネット・リテラシーの全てを網羅するものではないが、ブロ

グ、SNS、ソーシャル・ブックマーク、動画共有サイトに代表されるように、Web2.0 と呼ばれる近

年の潮流を意識して作成され、Live Digital などを判断する尺度として捉えた（表 3）。 
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表  3 インターネット・リテラシー項目  

 

出典：応用社会学研究 50 

 「デジタル・ネイティヴとオーディエンス・エンゲージメントに関する一考察」より筆者作成  

 

 

２.４ 印象管理  

Goffman（1959）によれば、人間の自我（self）というものは、その個人に内在するというよりは、

社会的相互行為が起こっている場面、そこで行為者が展開している自己呈示と印象管理、そ

れに対する他者が受けた印象と深く結び付いている。特に Live Digitalに含まれている若い世
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代「Digital Natives」は実際にはお互いに顔を合わせることはしないが、携帯電話や SNS など

の非対面的なデジタル空間を媒介としながら、知人のみならず、実際には知らない人たちの

視線をも意識した自己呈示や印象操作を行っている（高橋他、2008）。 

インターネットに多く存在するブログの種類を山下・川浦・川上・三浦（2005）は、一般に日

記はその表現内容が事実中心か心情中心か、主として自分に向けて書かれているか読者に

向けて書かれているか、のふたつの観点によって、備忘録（自分に向けて事実を書く）、日誌

（読者に向けて事実を書く）、狭義の日記（自分に向けて心情を書く）、公開日記（読者に向け

て心情を書く）の 4 タイプに分類できるとし、それぞれのタイプに相応するブログを書く理由を

目的変数とする判別分析を行い、指向性と内容に相当する 2軸が抽出され、ブログにもこの 4

タイプが存在することが明らかになった（表  4）。 

 

表  4 日記の 4 タイプ  

 

出典：人工知能学会研究会資料  2005 「ウェブログの心理学」より筆者作成  

 

公開されるブログは、必ずしも読者との関係を強く意識したものばかりとは限らず、自己を指

向して書かれているものもあるのである。さらにブログの 4 タイプと書き手の性格特性（自己意

識）との関係について、（狭義の）日記タイプの書き手は私的自己意識（自分自身の内面に意

識が向きやすい傾向）が高く、日誌タイプの書き手は公的自己意識（他人から自分がどのよう

に見られているかに意識を向けやすい傾向）が低く、公開日記タイプの書き手は私的自己意

識も公的自己意識もともに高いことがわかった（山下他、2005）。 

菅原・鳴神（2004b）によれば、ブログの書き手の 6 割は知人に自身のブログの URL を教え
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ており、主な読者として友人をあげるものが半数近い。また志村（2005）の調査によれば、ブロ

グの書き手は「既知コミュニケーション満足度」が「未知コミュニケーション満足度」より高く、未

知の相手より既存の知人が読者として想定されており、ブログやブログが対面コミュニケーショ

ンを補完するツールとしての役割を担っていると考えられる（加藤、川浦、2007）。 

Live Digitalの中には、Virtual WOM発信を消費行動の延長として購買後満足などを発信

する目的以外にも、何らかの一体感を求めていると宮田（2006）は考えている。オンライン・コミ

ュニティで Virtual WOM を書き込む消費者は、多くの情報を提供しているし、人からもよく尋

ねられ、情報源として利用されていると感じている。彼らは当該の商品やサービスへの関与が

高く、価値知識も豊富である。その上、楽しいから情報を書き込む傾向が強く、オンライン・コミ

ュニティでは、自ら書き込みをすることで多種多様な人々の中から商品やサービスに関連して

自分と共通の関心を持つ人を探して、リアリティを共有していると考えられる。 

人間の社会的欲求の中で、相手から好かれたいというのは、最も基本的な生活技術の１つ

であり、そのために、相手の人に好ましいイメージを与えようとする印象管理は、日常生活の中

での基本的な生活技術の 1つである（松原、1979）。Live Digitalも同様に、リアル環境で交流

している友人に対して、ネット環境に存在する自己のアイデンティティに重きを置き、日々リア

ルとネットをボーダレスに行き交い、自己の印象管理を行っている。 

ウェブページをもつ人の動機として、情報の提示、自己表現、コミュニケーションの 3 項目を

あげている。これらを踏まえ、執筆目的として、自分の感情・意識を外部化する「自己表出」、

他者との関係を意識する「関係構築」、情報の提供が目的である「情報提供」の 3要素に注目

した。さらに、ブログは公開性という特徴を持っており、執筆の際には読者を意識しているかど

うかが重要な要素となる（山本、諏訪、岡田、山本、2008）。 

日本の YouTube やニコニコ動画10などを利用して、彼らは自己呈示や印象管理をしている。

電通による 10 代の男女が携帯で使うサイトの利用率の調査（図  8）では、メールと同じように

                                                
10 ニコニコ動画は、ニワンゴが提供している動画配信関連サービス。「ニコニコ動画モバイル」として携帯電話端
末向けにもサービスを提供している。ニコニコ動画の特徴は、動画配信サイトで配信されている動画の特定の再

生時間上にユーザーがコメントを投稿し表示できるコメント機能であり、その他にもユーザーやアップロード者同士

が交流できる機能を数多く備えている。（Wikipedia、2009 年 9 月 23 日検索） 
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動画は「相手」を必要とする。「自分で検索して見る」というのは中高年以上の男性の発想であ

り、若年層、特に女性は「ブログを見ていて、面白そうな動画が紹介されていたから見た」という

利用スタイルが多い。 

 

 

出典：講談社  2009 「ソーシャル商品の時代」より引用  

図  8 10 代の男女が携帯で使うサイトの利用率  

 

mixi11やモバゲータウン12で友達のページを見ていて、人気のお笑い芸人ネタなどを知る。

日記と併せてその動画を見て、返事を書き込む。そんな彼女たちにとって、動画とは友達との

「絡みネタ」として利用する（上條、2009）。さらに、自らと趣味や関心・属性が違う「異質」な相

手に対して、その場の「空気」を壊さず「楽しさ」を演出すると同時に、自分の「センス」を呈示

する為に、モバイルコンテンツを蓄積して（天笠他、2008）コミュニケーションを取っている。 

印象管理と購買行動にも深い関係が指摘されている。Belk（1995）によると、財を所有する

ということは、そのモノが自己の一部となるということであり、所有によって人は、自己を成長さ

せ、また他者よりさらに広大に、独自で、完全な存在になることができるとする。また、所有は過

                                                
11 2004 年 2 月にサービス開始。日本では最も早い時期からサービスを展開していたソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス。 
12 2006 年 2 月にサービス開始。携帯電話向けのポータルサイト兼ソーシャル・ネットワーキング・サービス。 
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去の感覚を創造・維持し、その過去の感覚は、自己の感覚を創り出すために必要不可欠とさ

れ、また同研究における、人は所有によって、自己の独自性や過去から現在に至るまでの一

貫性の維持を実現するという指摘をみても、所有という行為は、そのアイデンティティ形成にお

ける自己イメージの構築ときわめて密接に関連するものと読み解くことができる（玉置、2005）。

さらに、商品には可視性（他人から見られる）があり、公的に消費される場合には、相互依存

性による影響が強くなる。これについてはスノッブ効果のように相互依存性によって効用が低

下する場合と、バンドワゴン効果のように相互作用によって効果が低下する商品がある。消費

者間での情報交換が行われる場合、商品の可視性がない場合でも情報の伝達によって商品

に可視性が生じ（濱岡、1993）、商品を自己呈示の手段として利用する事が可能となる。 

印象管理には、賞賛獲得と拒否回避という 2 つの対人態度の区別がある。個人の社会的

行動の意味や機能を自己呈示の立場から考える上で重要な視点であり、その個人差を測定

する尺度は有用であるといえる（小島、太田、菅原、2003）。それはブログのタイプにも影響を

しており、日誌と公開日記タイプの書き手は他の 2 タイプに比べて賞賛獲得欲求が高いこと、

備忘録タイプの書き手は拒否回避欲求が高いことなど、ブログの書き手の性格特性を考える

上で興味深い結果を出している（山下他、2005）。賞賛獲得欲求と拒否回避欲求を調べるこ

とにより、他者の自分に対する評価が自己概念とは異なるものであった場合の対処方略につ

いて説明が可能になると考えられる（小島他、2003）。 

 

 

２.５ まとめ 

クチコミが信頼性と利用のしやすさという特徴を持つために、消費者が購買行動を検討する

際に大きな影響力をもち、インターネットの普及によりインターネット上での virtual WOM が生

成されることが一般的となったことで、企業にとっても virtual WOM マーケティングの重要性が

強くなってきていることを示した。  

Virtual WOM と購買行動の関係を説明する先行モデルとしては、購買行動モデル「AISAS」
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があるが、「AISAS」は時系列に沿って購買検討をモデル化したものであるが、情報受信と情

報発信の相互作用により生成されるクチコミにおいては、２つの「S」、Search（ネットで検索する）

と Share（ネットに感想などを書き込み情報共有する）が必ずしも、順序に沿って行われておら

ず、「Search（ネットで検索する）」時点で Share（ネットに感想などを書き込み情報共有する）が

既に意識され、それ自体が Action（購買に関わる行動をする）に影響を与えているのではない

かと筆者は考えた。 

特に、Live Digital は、その特徴としてインターネット上に蓄積される情報を信頼できるか見

極めるセンスを持ち合わせ、直接的経験とともに、日常生活の中に埋め込まれた携帯電話や

ソーシャル・ネットワーキング・サービスなどのデジタル・メディアとの多様なエンゲージメントを

通じて自己呈示や印象管理という情報発信を行っている。また、印象管理は人間が社会に参

加している中で、相手から好かれるために必要な最も基本的な生活技術である。現代では、イ

ンターネットを通じてより気軽に情報の提示、自己表現、コミュニケーションをおこなうことが可

能となり、ブログなどを利用し、リアル環境と同様に印象管理が行われていることが指摘されて

いる。 

玉置（2004）が指摘するように購買行動と印象管理の関係性を考慮すると、Live Digital の

購買行動において、購入を検討している商品の情報収集と同時に、購買後の印象管理も意

識している可能性が考えられる。 

当リサーチクエスチョンを説明するために、インターネットでの Virtual WOM を通じた購買行

動の態度形成が比較とアナロジーによる推論から成立すると捉え、クチコミを構成する「意見」

と「属性」が購買行動にとって重要な要素と指摘する渋谷のモデルを参考としながらも、

AISAS では対象とされてこなかった、情報受信と情報発信の同時性に着目して、Live Digital

がインターネット上の Virtual WOMを閲覧し購買検討をしている時に、印象管理として購買後

の情報発信を視野にいれて態度形成しているのではないかというリサーチクエスチョンを本研

究にて論じることとする。 
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第３章  リサーチクエスチョンとリサーチデザイン  

第３章では、日本の Live Digitalを対象とした場合、インターネット上のクチコミを参考にした

購買行動に特有の傾向が観察されることを仮説として提示し、仮説検証を行うためのアンケー

ト調査について概説する。 

 

 

３.１ リサーチクエスチョン 

本稿では、Live Digital がインターネット上の Virtual WOM を閲覧し購買検討をしている時

に、印象管理として購買後の情報発信を視野にいれて態度形成しているのではないかというリ

サーチクエスチョンをもって、論述を進める。 

検証には澁谷が論証してきた、インターネット上のクチコミを参考にした購買行動において、

「属性」と「意見」がクチコミ閲覧者に影響を与える主要な因子であること。また、Live Digital は

インターネット上のクチコミを参考にした購買行動においてクチコミを参考にすると同時に、購

買後の情報発信を意識していること。さらに、インターネット上のクチコミがその情報発信に対

してどのように影響するのか。上記 3 点に関して定量的分析を行う。 

 

 

３.１.１ Live Digital の Virtual WOM 情報閲覧時の参考因子  

山下（2004）は、ブログ読者が日記・ブログを読みに来る理由は、書き手（人間）への興味な

のか、提供する情報への興味なのかの調査を行った。まず山下は、ブログ読者として閲覧して

いるブログの情報記録単位や内容、分類、作者のプロフィールなどを得点付けし、重視する度

合いに応じて閲覧者のブログ度として高・中・低の 3段階に分類した。その後、その 3つのブロ

グ度分類毎にブログを閲覧する理由を分析した結果（表  5）、ブログ度が高いほど、閲覧者は



TETSUYA AKAHORI 

33 / 99 
 

「情報」に興味を持ち、ブログ度が低いほど「書き手（人間）」に興味が持つと結論づけている。 

 

表  5 他の日記・ブログを読む興味  

 

出典：人工知能学会研究会資料  2004 「ウェブログの心理学」より引用 （ブログ度別％） 

 

一方、前述した澁谷（2007a）のネット上での消費者間の影響伝播メカニズムでは、クチコミ

情報に含まれる製品に対する「意見」と、クチコミ情報発信者の「属性」両方を認知して、前述

のアナロジー推論を行いながらクチコミ情報への確証度を高めて購買行動に強い影響を与え

るとしている。これは閲覧者の目的が商品やサービスに関するクチコミ情報の探索になると、山

下（2004）の研究による「情報」、「発信」を分類して捉えず、統合的にクチコミ情報を判断して

いると考えられる。インターネット・リテラシー度が高い Live Digital においては、前述したとおり

インターネットでの情報探索スキルや、インターネットで交わされる様々な情報や Virtual WOM

への信頼度も高い。その場合、製品やサービス自体への「情報」だけではなく、情報発信をし

ているクチコミ発信者が自分と似ているかなどの、書き手（人間）への興味も製品情報と同様に

影響を受ける因子であると考え、下記の仮説を設定する。 

 

仮説１：	
 Live Digital の購買行動において Virtual WOM に含まれる  

	
 	
 	
 	
 	
 	
 「属性」と「意見」は、重要な因子である。  
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３.１.２ Live Digital の購買行動と情報発信による印象管理  

前述の通り Live Digital はインターネット上における自己の存在に重きを置き、アイデンティ

ティを形成している。山本・諏訪・岡田・山本（2008）の調査でも、ブログを書く最大の理由は

「日々の自分の意見や考えを発信するため」としてあげ、どの程度読者を意識しているかにつ

いては、過半数の人が読者を意識して書いている事が確認された。特に製品やサービスなど

のクチコミ発生の動機として、濱岡（2007）は、コミュニケーションの「楽しさ」、アフィリエイトなど

から得られる「経済的報酬」、製品開発やマーケティングなどで企業が利用することによる「自

己効力感」をあげている。 

これらの事から、製品やサービスに対するクチコミ発生は、自己の意見や考えを、読者を意

識しながら楽しんで発信し、さらには自己の発信した情報を基に閲覧者が購買する要因の一

つになる「自己効力感」にも繋がると考えられる。さらに消費者は、シンボルとしての財がもつ意

味を自らに映し、自己イメージを構築するという作業と、それを自身で認識し、また重要な他者

からの望ましい反応を得るという２つの作業によって自己の存在を支持し、その価値を独自で

より高いものとする、すなわちアイデンティティの形成を実現している（玉置、2005）。 

山本・片平（2008）は消費者が発信する側面があることの重要性を指摘し、その前提として、

経験し熱狂し、それを他者と共有することによって他者への同様なプロセスが始まる点から、

注意（Attention）→関心（Interest）→欲求（Desire）→経験（Experience）→熱狂（Enthusiasm）

→共有（Share）という AIDEES モデルを提唱している。この他にも、同じ考え方に立つ前述の

AISAS モデル（注意→関心→共有→行為→共有）が提唱されている。 

しかしながら、いずれのモデルも購買行動を時系列的な経過を前提としているが、日常的

に携帯電話や SNS などのデジタル・メディアとの多様なエンゲージメントを通じて自己呈示や

印象管理を行う Live Digital は、クチコミ閲覧時に購買検討と同時に、購買後の情報発信を

意識していることも考えられる。 

とはいえ、現在までの研究では購買行動モデルに印象管理を組み込んだものはなく、本研
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究では、その情報発信は、印象管理が目的とされ、インターネット上のクチコミ閲覧時の「類同

性認知」、「情報受信」、も印象管理に対して影響を与えていると考え、以下 3つの仮説を立て

る。 

 

仮説２：	
 Live Digital の購買行動においては、購買検討と同時に、  

	
 	
 	
 	
 	
 	
 購買後の情報発信が意識され、さらに印象管理に対して正の影響があ

る。  

 

仮説３：	
 Live Digital の購買行動においては、クチコミ発信者との  

	
 	
 	
 	
 	
 	
 類同性認知は、印象管理に対して正の影響がある。  

 

仮説４：	
 Live Digital の購買行動においては、クチコミ発信者からの  

	
 	
 	
 	
 	
 	
 情報受信は、印象管理に対して正の影響がある。  

 

 

 上記、仮説２から仮説４をひとつのモデルとして検証を行う。さらに、当モデルを Live 

Digital のうち「印象管理度」が強い被験者のみをサンプルとして抽出し、モデルの適合度を比

較検証する。 

 

仮説５：	
 Live Digital のうち、「印象管理度」が高い人ほど、  

            構築したモデルの適合度があがる。  
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以上の仮説を、図  9 にて示す。 

 

図  9 本研究の仮説モデル  

 

 

３.２ リサーチデザイン 

３.２.１ 調査対象の選択  

本論文では、日本における Live Digitalの購買行動の特徴を調査するため、過去 1年以内

にインターネットでの購買経験がある 400 名にインターネット・アンケート調査を実施した。年齢

構成比は、インターネット白書 2007年版で発表された日本におけるインターネット利用者全体

の年代別構成比（図  10）に準じてサンプルを割り付け収集した（表  6）。 
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出典：インプレス 2007 「インターネット白書」より引用  

図  10 性別インターネット利用者の年代別構成比（2007 年）  

 

 

表  6 本研究のサンプル割付  

 

 

 

３.２.２ 調査票の設計  

調査票の設計にあたって、まず Live Digital か否か、そして印象管理度の判別を行う必要

がある。Live Digital か否かを判別するためには、高橋他（2008）が、Palfrey and Gasser（2008）

の調査票を日本の社会的文脈や現在のメディア環境に合わせて修正・採用している、インタ

ーネット・リテラシー尺度 20項目を採用した。印象管理度の判別には、小島他（2003）の 18項

目を採用した。 

次に、澁谷の提唱する「属性」と「意見」を調査するための具体的な調査方法やアンケート

項目は本研究の目的に沿うよう澁谷（2007a）を基に「属性」を「類同性認知」と「非類同性認
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知」に、「意見」を「信念」と「価値」にそれぞれ分類して検討できるよう、購買前行動と、購買後

行動の両時点で検討できるよう下記の表  7 のアンケート項目を作成した。購買後行動では、

自己の属性を発信する手段がブログサイトやクチコミサイトの機能に依存するため、本人の意

思や判断で操作しにくいことから情報発信の項目はアンケートに含まなかった。 

 

表  7 「属性」と「意見」に関する質問項目  

 
 

 購買行動が印象管理にどのように影響を与えているかの関連性を明らかにするために、

購買行動における印象管理のアンケート項目を設定する必要がある。菅原（2004）は、賞賛獲

得欲求は情報発信を積極的に行い、拒否回避欲求はリスクを避けるため積極的に情報発信

などの行動を起こさないとしているため、最終的に情報を発信したかどうかではなく、購買前行

動の際に購買する商品が自己にどのような影響を与えると予想したかを、確認する４項目を設
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問（表  8）とした。設問項目は、消費と自己イメージへの影響に関しては、前述の玉置（2005）

が提唱する消費とアイデンティティの形成に関する研究を参考とした。 

 

表  8 「印象管理」に関する質問項目  

 

 

 

３.２.３ 分析方法  

Live Digital の購買行動に影響を与える因子を検討するために、SPSS 17.0 と Amos 17.0

を調査結果の集計と解析に用いた。 

最初に、回収した全 400名分のサンプルを対象に、Live Digitalの分類と、印象管理度をそ

れぞれの調査項目を基に分析する。 

その後、購買行動項目を対象に因子分析を行い、Live Digital の購買行動に影響を与え

る因子パターンを抽出する。 

抽出された因子パターンから Live Digital のインターネット上のクチコミを参考にした購買行

動においてクチコミを参考にすると同時に、購買後の情報発信を意識していること。さらに、イ

ンターネット上のクチコミがその情報発信に対してどのように影響するのかモデルを構築し共

分散構造解析を行う。 

共分散構造解析の指標として、適合度の目安として「χ2/d.f.（Discrepancy / d.f.）」「GFI

（Goodness of Fit Index）」「AGFI（Adjusted Goodness of Fit Index）」「CFI（Comparative Fit 

Index）」「RMSEA（Root Mean Square Error of Approximation）」「AIC（Akaike’s Information 

Criterion）」の 6 指標を採用した。 

Carmines and McIver (1981)によると「χ2/d.f.」は 3 以下の値であれば適合しているモデルと
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されている。「GFI」は通常 0 から 1 までの値をとり、1 に近いほど、説明力のあるモデルとされて

いる。「AGFI」は値が 1 に近いほどデータのあてはまりがよく「GFI」を超えることは無い。Lin 

and Wang (2006)によると 0.8 以上が必要とされている。Bentler (1990)によると「CFI」は 1 に近

いほどデータがうまく適合していることを示し、Lin and Wang (2006)によると 0.9 以上である必

要がある。「RMSEA」は 0.05 以下の場合はあてはまりがとても良いとされ（小塩、2005）、Lin 

and Wang (2006)によると 0.05 から 0.08 以下の範囲はあてはまりが十分と判断される。Akaike 

(1987)によると「AIC」は複数のパス分析のモデルを比較する際に、モデルの相対的な良さを

評価するための指標となり、複数のモデルを比較する場合「AIC」の低いモデルを選択する。 
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第４章  分析結果  

実施したアンケート調査の分析、及び仮説の検証を行う。 

 

４.１ 仮説検証前のサンプルデータ分類  

４.１.１ Live Digital の抽出  

Live Digitalの定義を行った高橋他（2008）の調査では、18歳~25歳までの大学生 343人

に対してアンケート調査を実施しているが高橋自身も指摘しているとおり、首都圏の大学生を

対象にしているため厳密な無作為抽出ができておらず、さらに、インターネット・リテラシー尺度

を用いた調査による統計的推測を用いた明確なしきい値は定義されていない。また、年齢に

関しても 25 歳を境に Digital Natives と Digital Settlers の振り分けを行っているが、その理由

については明確に述べられていない13。そこで本調査では高橋他（2008）の調査を参考として

定量的な Live Digital の定義を行った。 

参考までに、高橋が実施した調査（表 9）と今回の調査結果（表 10）を下記の通り比較する。

高橋の調査に合わせ、対象者を 18 歳~25 歳までと絞り込み、項目平均、標準偏差、修正済

み項目合計相関を記す。 

                                                
13 Digital Natives は、成長過程に囲まれている ICT 環境の影響を大きく受けて、デジタルスキルを向上させてき
た。そのスキルを活かした価値観が Digital Natives の特徴と考えられる（John palfrey & Urs Gasser, 2008）。よっ
て、各国毎の ICT 普及の程度に影響を受けるため、本研究では年齢的な分断を避け、インターネット・リテラシー
尺度を基に抽出したスキルに注目して分析していく。 
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表  9 高橋他（2008）によるインターネット・リテラシー項目  

 

出典：応用社会学研究  2008 No.50  

「デジタル・ネイティヴとオーディエンス・エンゲージメントに関する一考察」より引用  
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表  10 本研究のインターネット・リテラシー項目  

 

 

今回のアンケートでは、高橋の結果との大きな乖離は確認されなかった。 

先にも述べた通り、高橋の論文では Live Digital 否かを判断するための明確なしきい値が

定義されていない、本研究では、幅広い年齢層を含む 400名のサンプル全体に適用できる新

たな分類方法を検討した。 

まずインターネット・リテラシー尺度項目に対して因子分析を行い、因子パターンを抽出して

いく。インターネット・リテラシー尺度の 20 項目の平均値と標準偏差を算出し、各項目の天井

効果、フロア効果を確認した。 
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表  11 質問項目、平均値、標準偏差、天井効果確認、フロア効果確認  

 

検証の結果、表  11 の通り、4 項目に天井効果、9 項目にフロア効果を確認したため、因子

分析の対象から除外した。 

次に、残り 7項目に対して、最尤法、Promax回転による因子分析を行った。Promax回転後

の最終的な因子パターンを表  12に、因子相関を表  13に示す。因子相関の結果から各独立

性を確認した。（なお、回転前の 3 因子による 7 項目の全分散を説明する割合は 72.850%で

あった。） 
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表  12 7 項目の因子パターン  

 

 

表  13 因子相関  

 

 

第一因子は「ブログにコメントを書き込む」「あなたが撮影した写真をインターネットに掲載す

る」「掲示板に書き込む」が該当し、項目にブログや掲示板へのコメントの書き込みや、画像の

アップロードなどが含まれるため「アップローダー」とした。 

第二因子は「SNS にログインする」「SNS からメッセージを送る」が該当し、項目に SNS の積

極的な利用が含まれるため「繋がり大好き」とした。 

第三因子は「動画のダウンロード」「音楽のダウンロード」が該当し、項目にダウンロードが含

まれているため「ダウンローダー」とした。 
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上記３つの因子得点付けを行い、大規模ファイルのクラスタ分析を実施した。指定したクラ

スタ数は Live Digital に「該当する」と「該当しない」を確認するため、２つとした。初期クラスタ

を中心とした反復回数は 7 回で反復が収束した。最終クラスタ中心を下記の表  14 に示す。 

 

表  14 大規模ファイルクラスタ分析  

 

 

次に、各クラスタを年齢幅でクロス集計を行った。結果を下記の表 15 と図 11 に示す。 

クラスタ 1 はブログや写真などのアップロードや、SNS への利用、動画のダウンロードなどを

行っておらず、クラスタ 2 はその逆に活用しているクラスタに分ける事ができた。 

また、各クラスタの年齢配分に注目すると、クラスタ 1では年齢が高い人を多く含み、クラスタ

2 では年齢の若い人を多く含んでいる事がわかった。これは、２.３の高橋他（2008）による「世

代とデジタル利用による四分類」とも一致し、アップロードなどのデジタルスキルと、年齢配分

の両面から、クラスタ 1 を「Non-Live Digital」とし、クラスタ 2 を「Live Digital」とした。この分析

方法は Live Digital 抽出の近似的な指標として捉えることができる。 
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表  15 抽出クラスタと年齢層のクロス集計  

 
 

 

 

図  11 Live Digital と Non-Live Digital の分類グラフ  

 

 

４.１.２ 「印象管理度」（「賞賛獲得欲求」「拒否回避欲求」）の度合いと分類  

３.２.２で採用した、印象管理の度合いを判別するための、小島他（2003）の 18 項目を集計

し、サンプル毎に賞賛獲得欲求と拒否回避欲求のタイプ別質問項目の得点総和をそれぞれ

計算した。菅原（2004）は、誰もが多かれ少なかれ「賞賛獲得欲求」と「拒否回避欲求」を持ち

合わせており、どちらが優先されるかはその状況で予測される報酬とリスクの兼ね合いによって

決まるとしている。本研究では、「賞賛獲得欲求」と「拒否回避欲求」の両方それぞれの９項目

各最大 5 ポイントを合計し「あてはまらない（1 ポイント）」と「あまりあてはまらない（2 ポイント）」を
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除いた合計ポイント 27 以上を示すサンプルを「印象管理度高い」とし、「賞賛獲得欲求」と「拒

否回避欲求」のどちらかが 27 ポイント以上を示すサンプルを「印象管理やや」とし、「賞賛獲得

欲求」と「拒否回避欲求」の両方とも 27 ポイントを満たないサンプルを「印象管理無し」とした。

クロス集計の結果は表  16 の通りである。 

 

表  16 印象管理の度合い「印象管理度」と Live Digital 分類のクロス集計  

 

 

 

 

図  12 印象管理度と Live Digital 分類グラフ  

 

 

４.１.３ 全 Live Digital を対象とした分析  

Live Digital 全体の購買行動の傾向を確認する。 
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４ .１ .３ .１  購買行動の因子分析  

Live Digital の購買行動を因子分析するため、天井効果とフロア効果を確認した。 

 

表  17 Live Digital へ質問項目、平均、標準偏差、天井効果確認、フロア効果確認  

 

 

表  17 の通り、項目「商品を購入する際にネット上のクチコミ情報サイトに質問を書き込んだ」

にフロア効果を確認した為、除外し残り２３項目に対して、最尤法、Promax 回転による因子分

析をおこなった。因子分析をしている過程で、因子負荷量が 0.400 に満たない質問項目は因

子分析項目から除いて、改めて因子分析を繰り返した。最終的な因子パターンを表  18 に因

子相関を表  19 に示す。Promax 回転前の３因子による２３項目の全分散を説明する割合は

72.179%だった。 
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表  18 Live Digital の購買行動に関する因子パターン  

 
 

 

表  19 Live Digital の購買行動に関する因子相関  

 

 

第一因子は「商品を購入後、使い勝手などに対する評価に関してブログやプロフに書き込

んだ」、「商品を購入後、商品に対する熱意や思いに関してブログやプロフに書き込んだ」、

「商品を購入後、性能や機能に関してブログやプロフに書き込んだ」、「商品を購入後、特徴
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に関してブログやプロフに書き込んだ」、「商品を購入後、仕様（スペック）に関してブログやプ

ロフに書き込んだ」、「商品を購入後、ブランドに対する評価に関してブログやプロフに書き込

んだ」、「商品を購入後、色や形などに対する好みに関してブログやプロフに書き込んだ」、

「商品を購入後、価格に関してブログやプロフに書き込んだ」が該当し、積極的に情報を発信

した事を確認できるため「情報発信」とした。 

第二因子は「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者の

使い勝手などに対する評価に関して書かれていたので、参考にした」、「商品を購入する際に

参考にしたネット上のクチコミ情報は、仕様（スペック）に関して書かれていたので、参考にし

た」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、性能や機能に関して書かれ

ていたので、参考にした」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、特徴

に関して書かれていたので、参考にした」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ

情報は、価格に関して書かれていたので、参考にした」、「商品を購入する際に参考にしたネ

ット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者が似ているかは分からなかった」、「商品を購入する際

に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者のブランドに対する評価に関して書か

れていたので、参考にした」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチ

コミ発信者の商品に対する熱意や思いに関して書かれていたので、参考にした」が該当し、渋

谷の提唱する「意見」情報の「信念」と「価値」を統合する項目が因子パターンとして抽出され

た。ネット上のクチコミ情報を参考にしているため「情報受信」とした。 

第三因子は「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者の

職業が自分に似ている」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ

発信者の性格が自分に似ている」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報

は、クチコミ発信者の年齢が自分に似ている」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のク

チコミ情報は、クチコミ発信者の趣味が自分に似ている」、「商品を購入する際に参考にしたネ

ット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者の性別が自分に似ている」が該当し、渋谷の提唱する

「属性」情報の受信が確認された。その中でもクチコミ発信者の属性が自己と同じ事を認識し
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ているため「類同性認知」とした。 

探索的因子分析の結果、Live Digital 全体の購買行動において影響を与える因子パター

ン「情報発信」「情報受信」「類同性認知」が抽出された。 

 

 

Non-Live Digital の因子分析を行う。まず、天井効果とフロア効果を確認した。 

 

表  20 Non-Live Digital の質問項目、平均、標準偏差、天井効果確認、フロア効果確

認  

 
 

表  20 の通り、15 項目にフロア効果を確認し、類同性認知に関わる項目や、情報発信に関

わる項目全てが棄却された。Non-Live Digital は、「情報受信」を中心に購買行動を進めてお

り、クチコミの発信者への興味や類同性認知、さらに情報発信は行わないと推察できる。 
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残った 9 項目に対して、最尤法、Promax 回転による因子分析の結果は、下記の通りとなっ

た。最終的な因子パターンを表  21 に因子相関を表  22 に示す。Promax 回転前の 2 因子に

よる 9 項目の全分散を説明する割合は 72.054%だった。 

 

表  21 Non-Live Digital の因子パターン  

 

 

表  22 Non-Live Digital の因子相関  

 

 

第一因子は「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者の

商品に対する熱意や思いに関して書かれていたので、参考にした」、「商品を購入する際に参

考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者のブランドに対する評価に関して書かれて

いたので、参考にした」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、価格に
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関して書かれていたので、参考にした」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ

情報は、特徴に関して書かれていたので、参考にした」、「商品を購入する際に参考にしたネ

ット上のクチコミ情報は、仕様（スペック）に関して書かれていたので、参考にした」、「商品を購

入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者の使い勝手などに対する評

価に関して書かれていたので、参考にした」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチ

コミ情報は、性能や機能に関して書かれていたので、参考にした」が該当し、渋谷の提唱する

「意見」情報の「信念」と「価値」が合わさった項目が因子パターンとして抽出された。ネット上

のクチコミ情報を参考にしているため「情報受信」とした。 

第二因子は「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者が

似ているかは分からなかった」、「商品を購入後、その商品に満足する感想を持っている」が該

当した。明確にクチコミ発信者と似ているのかが分からなかったと答えているため「類同性非認

知」とした。 

Non-Live Digital の因子分析の結果、Live Digital とは異なり、印象管理の手段として「情

報発信」を行っていないことが確認された。 

 

 

４ .１ .３ .２  Live Digital の購買行動と印象管理の影響モデルの構築  

前述の Live Digital に対する探索的因子分析で抽出された３つの因子「情報発信」「情報

受信」「類同性認知」がどのように購買後の情報発信（印象管理）に影響しているかを検証す

るため、該当する項目を関連づけ、全ての因子間に共分散を仮定し購買後の情報発信（印

象管理）へ影響が有ると仮定したモデル（図  13）を Amos 17.0 を用いて構築した。また、モデ

ル内で利用している項目を表  23 にまとめた。 
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n=190 数値：標準化係数  

図  13 Live Digital の購買行動と印象管理の影響モデル（初回構築）  

 

表  23 印象管理の項目（「 I01」~「 I04」）  

 

 

各因子（因子得点付けをした潜在変数と潜在変数）から各項目へ影響力を見るために推

定値の有意確率を確認した。各因子から各項目へ影響力が有意な場合、標準化係数を確認

した。有意確率と標準化係数は表  24 に示すとおりとなった。 
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表  24 各因子（潜在変数）から各項目（観測変数）への影響力、有意確率、標準化係

数  

 

 

印象管理へ影響がある因子として考えられる「情報受信」が有意水準 P=0.05において有意

な影響がある因子とならなかった。全ての因子が印象管理に影響を及ぼすことを仮定して分

析を行ったモデルの適合度は、 χ2/d.f.=2.359 、 GFI=0.963 、 AGFI=0.906 、 CFI=0.981 、

RMSEA=0.085、AIC=59.945となり、RMSEAのみ基準の 0.080を下回る事ができなかった（表  

25）。 

 

表  25 探索的因子分析で抽出されたモデルの適応度（初回構築）  

 

 

さらに探索的モデルの特定化を進めた。その結果構築した共分散構造解析の詳細は図  

14 に示す。 
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n=190 数値：標準化係数  

図  14 Live Digital の購買行動と印象管理の影響モデル（2 回目構築）  

 

各因子から各項目へ影響力を見るために推定値の有意確率を確認した。各因子から各項

目へ影響力が有意な場合、標準化係数を確認した。有意確率と標準化係数は表  26 に示す

とおりとなった。 

 

表  26 2 回目に構築した各因子（潜在変数）から  

各項目（観測変数）への影響力、有意確率、標準化係数  
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全ての因子から各項目へ影響は p=0.001において有意であり、その値は 0.482~0.799 とな

った。また、因子間の共分散は有意であり、相関係数は 0.574~0.755 となった（表  27）。 

 

表  27 潜在変数間の共分散と相関係数  

 

 

共分散構造解析で構築したモデルの適合度は、χ2/d.f.=2.193、GFI=0.963、AGFI=0.913、

CFI=0.981、RMSEA=0.079、AIC=58.313となり、初回に構築したモデルよりもRMSEAが多少

改善し基準の 0.080 を下回る事ができたが、よりあてはまりが良い 0.050 を下回ることができな

かった（表  28）。 

 

表  28 探索的因子分析で抽出されたモデルの適応度（2 回目構築）  

 

 

４.１.４ 全 Live Digital の内、「印象管理度高い」サンプルデータの分析  

上記モデルを確認するため、Live Digital の印象管理度に注目し、分析対象者を Live 

Digital でかつ「印象管理度高い」に限定して因子分析を行い、上記の最終的にモデルに適

用した。 
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４ .１ .４ .１  購買行動の因子分析  

Live Digital でかつ「印象管理度高い」の購買行動を因子分析するため、天井効果とフロア

効果を確認した。 

 

表  29 全 Live Digital の内、「印象管理度高い」の  

質問項目、平均、標準偏差、天井効果確認、フロア効果確認  
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表  29 の通り、天井効果とフロア効果を確認できなかった。全ての項目に対して、最尤法、

Promax 回転による因子分析をおこなった。最終的な因子パターンを表  30 に因子相関を表

31 に示す。Promax 回転前の３因子による２4 項目の全分散を説明する割合は 71.552%だっ

た。 

 

表  30 全 Live Digital の内、「印象管理度高い」の因子パターン  
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表  31 全 Live Digital の内、「印象管理度高い」の因子相関  

 

 

第一因子は「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者の

使い勝手などに対する評価に関して書かれていたので、参考にした」、「商品を購入する際に

参考にしたネット上のクチコミ情報は、性能や機能に関して書かれていたので、参考にした」、

「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、仕様（スペック）に関して書かれて

いたので、参考にした」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、価格に

関して書かれていたので、参考にした」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ

情報は、特徴に関して書かれていたので、参考にした」、「商品を購入する際に参考にしたネ

ット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者が似ているかは分からなかった」、「商品を購入する際

に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者のブランドに対する評価に関して書か

れていたので、参考にした」、「商品を購入後、その商品に満足する感想を持っている」が該当

し、「情報受信」とした。 

第二因子は「商品を購入後、使い勝手などに対する評価に関してブログやプロフに書き込

んだ」、「商品を購入後、特徴に関してブログやプロフに書き込んだ」、「商品を購入後、商品

に対する熱意や思いに関してブログやプロフに書き込んだ」、「商品を購入後、性能や機能に

関してブログやプロフに書き込んだ」、「商品を購入後、仕様（スペック）に関してブログやプロ

フに書き込んだ」、「商品を購入後、ブランドに対する評価に関してブログやプロフに書き込ん

だ」、「商品を購入後、価格に関してブログやプロフに書き込んだ」が該当し、「情報発信」とし
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た。 

第三因子は「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者の

性別が自分に似ている」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ

発信者の年齢が自分に似ている」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報

は、クチコミ発信者の職業が自分に似ている」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のク

チコミ情報は、クチコミ発信者の性格が自分に似ている」、「商品を購入する際に参考にしたネ

ット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者の趣味が自分に似ている」があり、さらに「商品を購入

する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、クチコミ発信者の色や形などに対する好みに

関して書かれていたので、参考にした」、「商品を購入後、色や形などに対する好みに関して

ブログやプロフに書き込んだ」、「商品を購入する際に参考にしたネット上のクチコミ情報は、ク

チコミ発信者の商品に対する熱意や思いに関して書かれていたので、参考にした」、「商品を

購入する際にネット上のクチコミ情報サイトに質問を書き込んだ」が該当した。4.1.3.1 の Live 

Digital 全体の因子分析にあった「類同性認知」に加えて渋谷の提唱する「価値」に関する項

目が抽出されたので「類同性認知＋価値」とした。 

因子分析の結果、印象管理度の「印象タイプ管理高い」からも、「情報受信」「情報発信」が

抽出され、特徴として「類同性認知＋価値」が抽出された。 

 

 

４ .１ .４ .２  購買行動と印象管理の影響モデルの再構築  

探索的因子分析で抽出された、３つの因子パターン「情報発信」「情報受信」「類同性認知

＋価値」がどのように印象管理に影響しているかを検証するため、４.１.３.２で構築されたモデ

ルに対して、４.１.２で抽出された因子パターンを適合させモデルを再構築した（図  15）。 
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n=99  数値：標準化係数  

図  15 全 Live Digital の内、「印象管理度高い」の  

購買行動と印象管理の影響モデル（最終モデル）  

 

各因子から各項目へ影響力を見るために推定値の有意確率を確認した。各因子から各項

目へ影響力が有意な場合、標準化係数を確認した。有意確率と標準化係数は表  32 に示す

とおりとなった。 

 

表  32 構築した各因子（潜在変数）から各項目（観測変数）への影響力、有意確率、

標準化係数  

 

 

全ての因子（因子得点付けをした潜在変数と潜在変数）から各項目へ影響は p=0.001にお
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いて有意であり、その値は 0.404~0.805 となった。また、因子間の共分散は有意であり、相関

係数は 0.604~0.771 となった。（表  33） 

 

表  33 潜在変数間の共分散と相関係数  

 

 

共分散構造解析で構築 した最終モデルの適合度は、 χ2/d.f.=1.183 、 GFI=0.962 、

AGFI=0.910、CFI=0.994、RMSEA=0.043、AIC=46.201 となり、RMSEA も含めて全ての基準

を満たすことができた（表  34）。 

 

表  34 探索的因子分析で抽出されたモデルの適応度（最終モデル）  

 

 

４.１.５ 最終モデルの分析結果  

２回目の Live Digital 全てで共分散構造解析を行ったところ、AIC は 58.313 であったが、

最終的に Live Digitalの「印象管理度高い」を対象に共分散構造解析を行ったところ、AICは

46.201 と改善している。また、RMSEA は２回目の 0.079 から 0.043 と大幅に改善した。AGFI

が 0.913 から 0.910 と多少下がってしまったが、全ての指標の基準を最終モデルは満たしてい

るため、本研究の最適なモデルとした（表  35）。 
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表  35 本研究で抽出されたモデルの適応度一覧  

 

 

最終モデルでは、Live Digital でかつ「印象管理度高い」に対象を絞り込む事によって、

「類同性認知＋価値」から「印象管理」への相関関係が当初の 0.46 から 0.56 と高くなり、それ

に次いで「情報発信」が当初のモデルでは 0.49 であったが、最終的には 0.40 となった。 

３つの因子の中で「情報受信」からは「印象管理」への直接的な影響は確認できなかった。 
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４.２ 仮説の検証  

前節で、アンケート結果から日本の Live Digitalの、インターネット上のクチコミを参考にした

購買行動の因子分析、共分散構造分析をおこなった。本節では、分析結果から本研究の仮

説を論証する。 

 

 

４.２.１ 仮説 1 の検証  

 

仮説 1：	
 Live Digital の購買行動において Virtual WOM に含まれる  

	
 	
 	
 	
 	
 「属性」と「意見」は、重要な因子である。  

 

４.１.３.１の Live Digital に対象を絞り込んだ購買行動の因子分析の結果、３つの因子パタ

ーン「類同性認知」、「情報受信」、「情報発信」が抽出された。「類同性認知」、「情報受信」に

含まれる個々の因子は、それぞれ、渋谷の提唱する「属性」、「意見」に対応する項目が含ま

れていた。よって、Live Digital の購買行動において Virtual WOM に含まれる発信者の属性

および、意見が重要な因子であることが証明された。 
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４.２.２ 仮説 2 の検証  

 

仮説 2：	
 Live Digital の購買行動においては、購買検討と同時に、  

	
 	
 	
 	
 	
  購買後の情報発信が意識され、さらに印象管理に対して正の影響がある。 

 

Live Digital を対象としたモデル（図  16）から Live Digital の購買行動は、「情報発信」が

意識され、さらに標準化係数は 49%となり「印象管理」に対して有意な影響を与える因子であ

った。 

従来の購買モデルでは、購買後の「情報発信」まで意識しているかを分析の範疇とされてこ

なかったが、本モデルにおいて、Live Digital は、購買時に購買後の「情報発信」まで意識さ

れていること、さらにそれが、「印象管理」に影響を与えている事が本研究の調査から確認され

た。 

 

 

n=190 数値：標準化係数  

図  16 Live Digital の購買行動と印象管理の影響モデル（2 回目構築）  



TETSUYA AKAHORI 

68 / 99 
 

 

４.２.３ 仮説 3 の検証  

 

仮説 3：	
 Live Digital の購買行動において、クチコミ発信者との  

	
 	
 	
 	
 	
  類同性認知は、印象管理に対しても正の影響がある。  

 

共分散構造解析の結果（図  17）、Live Digital の購買行動において、「類同性認知」は「印

象管理」に対して標準化係数が 48%となり有意な影響がある因子であることがわかった。 

印象管理は相手に対し自己の好ましいイメージを与えようとする行為であり、自己の印象を

どのように認知させるかを強く意識していると考えられる。その場合、印象管理を意識している

Live Digitalは、相手の属性にも興味を示し、同じような属性を認知する「類同性認知」が確認

されたクチコミ情報を参考にしていることが確認された。 

 

 

n=190 数値：標準化係数  

図  17 Live Digital の購買行動と印象管理の影響モデル（2 回目構築）  
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４.２.４ 仮説 4 の検証  

 

仮説 4：	
 Live Digital の購買行動においては、クチコミ発信者からの  

	
 	
 	
 	
 	
  情報受信は、印象管理に対して正の影響がある。  

 

共分散構造解析の結果（図  18）、「情報受信」は「印象管理」に対して直接的な影響を与

える因子にならなかった。よって、仮説 4 は棄却された。 

情報受信内容には、自己の印象に影響を与える情報は含まれておらず、発信もしないため、

自己の印象には影響が無いものとされ、印象管理とは影響を与えないのではと推察できる。 

 

 

n=190 数値：標準化係数  

図  18 Live Digital の購買行動と印象管理の影響モデル（2 回目構築）  
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４.２.５ 仮説 5 の検証  

 

仮説 5：	
 Live Digital のうち、印象管理が高い人ほど、  

	
 	
 	
 	
 	
  構築したモデルの当てはまりがより良くなる。  

 

４.１.３で構築した Live Digital 全体を対象にしたモデル（図  14）に対し、４.１.４で構築した

対象者を Live Digital でかつ「印象管理度高い」に絞り込んだ最終モデル（図  19）の適合度

は、χ2/d.f.=1.183、GFI=0.962、AGFI=0.910、CFI=0.994、RMSEA=0.043、AIC=46.201 となり、

RMSEA も含めて全ての基準を満たすことができた。よって、仮説 5 は支持された。 

購買行動と印象管理のモデルで、対象者を印象管理を強くしている人々に絞り込んだこと

により、さらに当てはまりのよりモデルとなった事は、今回構築されたモデルの有意性を裏付け

ていると考えられる。 

 

n=99  数値：標準化係数  

図  19 全 Live Digital の内、「印象管理度高い」の  

購買行動と印象管理の影響モデル（最終モデル）  
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第５章  結論  

本章では、アンケート調査を通じた仮説検証の結果から導出される理論的意味合い、実務

への示唆を述べる。そして、今後の課題を示し総括とする。 

 

 

５.１ 発見事項  

本研究では、日本においての Live Digital に関する研究が少ない中、購買行動を分析し、

下記の発見を得ることができた。 

インターネットの Virtual WOM の中には、ユーザーの経験や感想などが、ユーザーの視点

で語られている。そのクチコミ発生原因の一つは Live Digitalの印象管理の為に発信されてい

る可能性が有ることがわかった。 

またさらに、Live Digital のうち印象管理を強くしている人は、Virtual WOM 発信者と自己と

の「類同性認知」に加えて、色や形などの好みや、製品に対する思いなどに関連する「価値」

情報の受信と発信を密接に行っていることが因子分析から明らかになった。 

 

 

５.２ 検証から得るインプリケーション 

５.２.１ 理論的意味合い 

本研究では、日本において新しいインターネット技術やサービスに対して敏感に反応し、そ

れらを日々の生活に取り込んでライフスタイルを構築する Live Digital の購買行動を分析し

た。 

まず、先行研究に対して補強できる点として、渋谷の提唱する Virtual WOM に対する購買
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態度の形成の理論、すなわち、他者との比較意見を通じて意見の一致性が類同性に帰属さ

れる際（類同性認知）に価値の確信が増大する関連属性仮説が、今回のアンケート調査から

の因子分析により定量的に証明することができた。先行研究で行われてこなかった定量的分

析での検証により先行する理論を補完できたと考える。 

さらに、類同性認知、価値が Live Digital の購買行動にも影響ある因子であることを確認す

ると同時に、Live Digital の場合においては、購買態度を形成する際に購買後の情報発信と

して「印象管理」を意識していることを定量的に証明できた事も本研究に大きな意義があった

と考える。 

また、社会的比較過程理論の観点で、濱岡（1993）は顕示型の商品などの消費、所有を通

じて、私的効用と社会的効用を得るとしているが、今回の研究で消費者の購買態度形成へ影

響を与える要因の一つとして印象管理を示せたことは、社会的比較過程理論に対しても興味

深い結果を示せたと考える。 

 

また、日本において Live Digital を対象とした研究は高橋他（2008）によるものなどがあるが、

Live Digital（Digital Natives と Digital Settlers を含む）を定義づけるしきい値は明示されてお

らず、本研究で試みた定量的な分類方法が一定の成果をもった研究の前提として利用できた

事が、今後の Live Digital 研究に貢献できれば幸いである。 

 

 

５.２.２ 実践的意味合い 

Live Digital は購買行動の態度形成をする際に、相手との類同性を認知もしくは情報発信

者の属性に興味を持つと同時に、購買した商品が自己のセンスや趣味、イメージを自分以外

に表現するために適しているかなどの自己呈示や、自己のブログなどでの話題にできる事、友

人などからのコメントがどのようになるかなどの印象管理を意識して商品を購買していることが

確認された。 



TETSUYA AKAHORI 

73 / 99 
 

Live Digital に対してのマーケティングでは、自己呈示や印象管理がおこなわれることを前

提とした有効なプロモーションを実施する事により、情報発信によるクチコミの発生が創出され

る事が示唆された。 

今後のプロモーション活動では、その製品やサービスで Live Digital が自己をどのように印

象付けたいかを考え、コミュニケーションのシナリオを描く必要性も生じるであろう。印象管理に

有効なインターネットにおけるプロモーションや、そのインターネットプロモーション施策を盛り

上げる 4 マスなどの周辺広告展開や、ブログやプロフなどで印象管理の手段として利用できる

ブログパーツや埋め込み映像などのツールを提供する事で Virtual WOM の拡大が期待され

る。また自己の印象管理と企業の製品やサービスのクチコミを関連づけて展開するため、ポジ

ティブなクチコミや消費者による広告「CGA（Consumer Generated Ad）」が創造されるのではな

いだろうか。このような過程を経て、インターネット上での Virtual WOM 件数や話題が増え、競

合商品との差別化を図れる可能性も示唆される。 

CGA とは、消費者が企業のプロモーション活動に能動的に参加14し、企業のプロモーション

サイトや自身のブログなどに、商品のプロモーション情報を含んだコンテンツを投稿し、プロモ

ーションを盛り上げていく新たな手法である（増本、2008）。実例として増本の研究では、消費

者が企業（converse や nike）のプロモーションに参加し、企業の提供する映像素材やシステム

を利用し、自作の映像を自己表現のコンテンツとして自己のブログなどで発信する事例を取り

上げている。その中で、情報発信をする消費者は「相手に何を伝えるのか？」を中心に、企業

のプロモーションに参加し、自己を表現するために、商品に対する情報や知識を入手し、最適

な表現ができるように熟慮しながら製品のプロモーション映像を作成している。そのコンテンツ

に対して、他のユーザーからの支持（ビュー数やコメント数や評価）を得て、そのデジタルコン

テツの存在意義が生まれる。この行為は、自己の印象をどのように相手に与えるかを考え積極

的に考え行動を起こしている事と考えられる。 

                                                
14 高速インターネット環境が普及したことにより、文字もしくは言葉による Virtual WOMだけでなく、画像や音を通
じた情報発信も行われるようになった。YouTube での自作ビデオ、消費者による広告など、内容的にも、単なる評
価情報から、自作の動画などへと高度化している（濱岡、2007）。 
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上條（2009）は、現代の消費は 3C（Communication, Creation, Culture）であると提唱してい

る。製品やサービスによって、消費者は誰かと「つながる＝Communication」、その製品やサー

ビスが自己表現の個性を「創れる＝Creation」、製品やサービスの周辺で仲間と共通の世界

観に「ひたれる＝Culture」の部分に時間を費やし、お金を消費する傾向が強まっていくとして

おり、本研究の Live Digital の印象管理を利用した購買行動とも一致している。 

現在まで CGM などは、4 マス媒体（テレビ、新聞、ラジオ、雑誌）を補う形で利用されてきた。

しかし、昨今ではインターネットでのコミュニケーションの広がる威力（Virtual WOM の拡散速

度や、Virtual WOM の影響力）の強さや、広告効果を定量的に測定できるインターネットの特

徴を活かし、Web を中心とした広告戦略策定である「Web センタリング」の考え方を採用し、よ

りインターネット上での広告展開が重要視されてきている。これらの社会的な変化を活かし、プ

ロモーション効果を最大化するためにも、今後、社会で消費層として重要な Live Digital の

「印象管理を意識した消費行動」をプロモーションに活かす事が重要であると考える。 

 

 

５.３ 今後の課題  

本研究では、日本においての Live Digitalの購買行動研究として、Virtual WOMの購買行

動に影響を与える要因として「属性」と「意見」、「印象管理」に注目し、アンケート調査から定

量的な仮説検証を行った。 

今後の研究では、澁谷が提唱している、属性と意見のシステム性原理など、より複雑な消費

者のクチコミ受信による確信度向上メカニズムなども定量的な仮説検証する必要があると考え

る。さらに、Live Digital のなかでも特に新しい価値観を持つといわれる Digital Natives のみを

対象として、Virtual WOM が購買行動の態度形成にどのように影響を与えるのかを調べた

い。 

また、本研究では商品特性に左右されないモデル分析を前提としたが、購買検討をする製

品やサービスの種類によっても、印象管理への影響度が大きく違うなどが予測されるなど、
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様々な製品属性毎の調査も必要であると考える。 

インターネットや ICT は日進月歩の勢いで成長発展し続けている、今後消費者を覆う AR

（Augmented Reality）などの最新のテクノロジや、Twitter などの新しいサービスがどのように消

費者の購買行動を変化させていくかにも注目し、アンケート調査以外の自由文章を利用した

テキストマイニングによる調査や、ニューロ・マーケティング  などの手法を使い、最新技術と

Virtual WOM が消費者の購買行動にどのように影響を与えているのかを詳細に研究する必

要がある。 

 

 

おわりに  

前述の通り「Live Digital」には Digital Natives と Digital Settlers が含まれる。Digital 

Natives は、これから社会に参加し経済活動に大きく影響を与えてくる若い世代である。また、

既に社会参加をしている世代が、インターネットやパソコンの操作技術向上により Digital 

Settlers となり社会に増加し続けることは容易に想像できる。本研究のテーマは今後のマーケ

ティング研究では無視できない消費者の変化を想定した研究である。 

様々な課題は残るものの、Live Digital の購買行動に影響を与える因子を定量的に分析し

た事により、今後の日本においてのマーケティングに、有効なひとつの示唆を提供することが

できたとすれば幸いである。 
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資料  

資料１	
 アンケート調査項目  

アンケート調査時には、1 段階目として対象のスクリーニングを行い、2 段階目で本

調査を行った。調査時には、質問項目はランダムで表示させた。  
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資料２	
 アンケート調査画面イメージ  
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資料３	
 単純集計表  
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